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過疎型地域 51（15. 2％） 18（18. 18％） 35. 2％
混住型地域 240（71. 64％） 76（76. 77％） 31. 66％
ニュータウン型地域 42（12. 5％） 5（5. 1％）　 11. 90％
分類不可 2（ 6％）　 ─ ─
計 335　　　　　 99　　　　　 29. 4％
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単位自治会内にある建物及び土地を活用していた。ニュータウン型地域は、公民館や自治会が
所有する会場を活用しているのは 3サロンであった。
6 ．考　察
⑴　地域類型
　過疎地域とは、人口流出が超過し、生活の場として機能不全になる地域を指す（地域福祉学
会，2006）。本稿における過疎類型においても人口流出と小学校の閉校による機能不全が見受
けられた。過疎地域は、地勢と血縁及び地縁関係により、他の住民が単位自治会に入ることが
困難な状況にあり、多くの過疎地域が、同様な特性を持っていると考えられる。混住地域は、
1970年代以降の坂出市の産業の発達によって1970年代以降人口増加が見られた地域である。農
業地域に非農家の住宅が建設された結果、旧住民と新住民の混住化が進み、戦前からの自治会
が分化して新旧住民が混在する自治会が多く作られた。農業地域と住宅地域が混在、平野部が
多いこの地域に産業の発達によって居住する者が増加したためではないかと推察される。 
ニュータウン型地域は、市制定当時には自治会が存在しなかった地域で、高度経済成長期の埋
め立てによる工業地域の増加に伴い新たに住宅が開発された地域であり、人口増加が見られた
地域とした。製塩業跡地に工業及び住宅地域、山間部に県営及び市営住宅が造られ、市中心部
にマンションが建設されたことから各地区に散見されるようになったと考えられる。本来
ニュータウン型は、坂出市のように各地域に散見されるものではなく、沿岸部や山間部を切り
開いた形態の地域が多くみられるが、全てのニュータウン型地域で共通するものとして在住期
間が短く地縁関係が希薄であるということから坂出市ではニュータウン型と同様な特性を持つ
といえる。
⑵　サロン設立の要件
　過疎型地域は、地形上の課題もあり全て単位自治会による運営となった地域と単位自治会が
分化する以前の自治会による共同設立などがあり、双方とも地縁関係が密であることを象徴し
ている。混住型地域は、公共施設を複数のサロンで利用する他、社寺・公園等の共有財産を活
用するなど地域資源の維持及び保存のための積極的な活動参加が重要であることがわかる。
ニュータウン型地域は、ゲートボールや清掃活動など、屋外における活発な活動が展開されて
いる。逆説的に言うならば、積極的な活動を行うニュータウン型地域のリーダーは、工夫を凝
らした内容で拠点の確保が難しい点を補完している。さらに、拠点が整備されると活動が安定
することがインタビュー調査によって確認されている。
　「サロン」活動の構成員は、リーダー、運営スタッフ、参加者からなる。リーダーは民生委
員や社会福祉協議会の福祉委員、元行政職員・教員などが担う場合が多くみられる。地域の住
民だれもが知りうる「顔役」として、地域の状況を把握していると思われる。運営スタッフは、
参加者がスタッフに転じた場合やリーダーの友人などが役割を担う場合が多くみられる。参加
者は、回覧板などでサロン活動を知り自ら参加する場合、リーダーやスタッフなどに「サロ
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ン」活動に参加するよう参加者に誘われる場合、民生委員や福祉委員などに誘われる場合など
がみられる。しかしサロン参加者や担い手も高齢化が進んできている。このことから、「サロ
ン」活動の啓発、担い手養成のための入門講座として「ふれあい・いきいきサロン サポー
ター養成講座」が社協によって実施されている （伊賀市社会福祉協議会，2008）。このような
取り組みは、参加の契機がサロン活動の活発さにも影響すると考える。過疎型地域とニュータ
ウン型地域はいずれもリーダーの変更がない場合が多くみられたことから、この 2類型は混住
型地域に比べ強いリーダーシップが発揮されていると思われる。ニュータウン型の地域では地
縁関係が希薄もしくは醸成されておらず、地縁関係によるサロン設立は難しい。「サロン」活
動の必要性を地域の「顔役」であるリーダーが、住民にサロン活動を説明し勧誘を重ねた場合
に「サロン」活動が設立されていることから、リーダーシップのあるリーダーが継続的に「サ
ロン」活動を運営することが設立の要件になっていると考えることができる。混住型地域は、
リーダーの変更が複数回行われているサロンが多いことから、リーダーの負担の軽減とリー
ダー変更による新メンバーの確保、活動内容のマンネリ化の解消などが行われたと推察される。
　岡村（1974）は、地域福祉推進のためには地域組織化が重要であると述べた。過疎地域は、
従来からの地縁関係が強いことからサロン活動に消極的な単位自治会もあるが、高齢化が進ん
だ地域では、互いに支えあうための地域組織化の必要性が活動への参加につながっているので
はないかと推察された。地域行事の参加率が低下し、地域行事の維持のために「サロン」活動
を活用すれば、設立のみならず継続も可能となるのではないだろうか。混住型地域においても
自治会活動に入っていない住民が増え、同世代間の交流が減少するなど顔が見えなくなること
による危機感から、多くの活動が行われることになったと考えられる。地域で暮らす高齢者全
員に参加を促す案内文を送付する単位自治会や開催当日に自宅を訪問し声をかけている「サロ
ン」もあり、これこそが小地域で行うメリットではないだろうか。ニュータウン型地域は居住
期間が長くなれば地縁関係も生まれ、地域組織化が必要だと考えるリーダーのもと、参加者が
集まり「サロン」活動が運営されたのではないかと思われる。この地域類型の活動内容は、屋
外で行うものが多いことから、ニュータウン型地域の入居年数が浅く前期高齢者の参加が多い、
もしくは拠点となる場所の確保が難しいなどが背景にあると推察されるところである。
　「サロン」活動はかねてより、拠点となる場所が不可欠であると述べられ、その活動事例に
は、公民館、自治会館、空き店舗、空き家、廃校となった建物、学校施設などが挙げられてい
る（厚生労働省，2008）。過疎型地域とニュータウン型地域は、行政が設置した公共施設、単
位自治会の保有施設、神社や寺、公園等を利用している。過疎型地域は地域住民によって保有
する施設の保有率が高いことが安定した「サロン」運営を可能にし、活動も頻回に実施できる
と思われる。ニュータウン型地域は、複数の単位自治会と共同で「サロン」事業を運営するこ
とにより、「サロン」活動の範域も広がり、拠点の確保につながっているのではないだろうか。
混住型地域は以上の施設に加え、休耕田や出荷組合、個人宅、カラオケ店など多様な拠点を活
用して運営を効果的に行う工夫を凝らしている。以上より「サロン」の設立には地域が保有す
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る物的資源や地域に蓄積されている諸集団、さらに人材を考慮に入れ、柔軟で多様な方法で
「サロン」を設立することが重要であることが明らかとなった。
おわりに
　「サロン」設立には、過疎型地域は地域社会内の活動に着目した働きかけ、混住型地域は拠
点の整備、ニュータウン型地域はリーダー養成への働きかけなど社協によるサロン設置への積
極的関与が設立を促している。このように本稿では地域社会の特性に応じた働きかけが有効と
なることを「サロン」活動を通して明らかにした。地域の特性に応じた働きかけは、「サロン」
事業の設立を促進させ継続した事業運営ができる。これにより高齢者の介護予防のための地域
支援事業は安定した供給が可能となるであろう。
　今後は本研究で明らかとなった地域類型組織化の要件が、他の地域社会においても効果的な
組織化に有効であるかどうかについて今後さらに検証していきたい。
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